
                                        公 告 第 900号 

  令和 5年 1月 6日 

大王製紙健康保険組合 

組合員 各位 

大王製紙健康保険組合 

理事長  山﨑 浩史 

大王製紙健康保険組合 規約の改定について 

 令和 5年 1月 1日付で当健康保険組合加入事業所間合併があったため、当健

康保険組合の加入事業所について定める当組合規約を改定しましたので、健康

保険法施行令第 3条第 2項に基づき公告します。 

 

記 

新(変更後) 旧(変更前) 

別表１（第 4 条関係） 
事業所の名称及び所在地 
名 称             所在地 
大王製紙株式会社       愛媛県 四国中央市            
（中略） 
大津紙工株式会社       滋賀県 大津市 
（削除）          （削除） 
（以下略） 
 
 
別表２（第 9 条関係） 
互選議員の選挙区及び議員数 
選挙区    選挙区の範囲     互選議員数 
第 1 区     同右         ５ 

 
 
 

第 2区 ダイオーエンジニアリング   ６ 
株式会社、大王製紙保安検査シス 
テム株式会社、丸菱ペーパーテック 
株式会社、エリエールライフ株式会 
社、四国紙販売株式会社、エリエー 
ルペーパーテクノロジー株式会社、 
エリエールプロダクト株式会社、ダ 
イオーロジスティクス株式会社、ダ 
イオーエコワーク株式会社、ダイオ 
ーペーパープロダクツ株式会社、株 
式会社ＥＢＳ、いわき大王製紙株式 
会社、いわきエコ・パルプ株式会社、 
大日製紙株式会社、エリエールペー 
パー株式会社、ダイオーミウラ株式 
会社、ダイオーエコワーク東海株式 
会社、エリエールテクセル株式会社、 
ダイオーミルサポート東海株式会社、 
株式会社エリエールリゾーツゴルフ 
クラブ、ダイオーペーパーテクノ株 
式会社、大津板紙株式会社、大津紙 

別表１（第 4 条関係） 
事業所の名称及び所在地 
名 称             所在地 
大王製紙株式会社       愛媛県 四国中央市            
（中略） 
大津紙工株式会社       滋賀県 大津市 
赤平製紙株式会社      北海道 赤平市 
（以下略） 
 
 
別表２（第 9 条関係） 
互選議員の選挙区及び議員数 
選挙区    選挙区の範囲     互選議員数 
第 1 区 大王製紙株式会社、大王製   ５ 
王製紙労働組合、大王製紙消費生活 
協同組合及び大王製紙健康保険組合 
 

第 2区 ダイオーエンジニアリング   ６ 
株式会社、大王製紙保安検査シス 
テム株式会社、丸菱ペーパーテック 
株式会社、エリエールライフ株式会 
社、四国紙販売株式会社、エリエー 
ルペーパーテクノロジー株式会社、 
エリエールプロダクト株式会社、ダ 
イオーロジスティクス株式会社、ダ 
イオーエコワーク株式会社、ダイオ 
ーペーパープロダクツ株式会社、株 
式会社ＥＢＳ、いわき大王製紙株式 
会社、いわきエコ・パルプ株式会社、 
大日製紙株式会社、エリエールペー 
パー株式会社、ダイオーミウラ株式 
会社、ダイオーエコワーク東海株式 
会社、エリエールテクセル株式会社、 
ダイオーミルサポート東海株式会社、 
株式会社エリエールリゾーツゴルフ 
クラブ、ダイオーペーパーテクノ株 
式会社、大津板紙株式会社、大津紙 



運輸株式会社、大津紙工株式会社、 
（削除）、大王パッケージ株式会社、 
大王製紙パッケージ運輸株式会社、 
中部大王製紙パッケージ運輸株式会 
社、ダイオーエクスプレス株式会社、 
東京紙パルプインターナショナル株 
式会社、寄居印刷紙器株式会社、上 
村紙工株式会社 
 

第 3 区 同右 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
附  則 
（施行期日） 
この規約は、令和 5 年 1 月 1 日から施行する。 

運輸株式会社、大津紙工株式会社、 
赤平製紙株式会社、大王パッケージ 
株式会社、大王製紙パッケージ運輸 
株式会社、中部大王製紙パッケージ 
運輸株式会社、ダイオーエクスプレ 
ス株式会社、東京紙パルプインター 
ナショナル株式会社、寄居印刷紙器 
株式会社、上村紙工株式会社 
 

第 3 区 カミ商事株式会社、タイカワ    ３ 
運輸株式会社、愛媛製紙株式会社、株 
式会社丸和、日本興運株式会社、カミ 
鉄工株式会社、タイカワ商事株式会社、 
エルモア株式会社、愛媛パッケージ株 
式会社、三共エンジニアリング株式会 
社、大王海運株式会社、エリエールフ 
ーズ株式会社、三共オートサービス株 
式会社、大王商工株式会社、美須賀海 
運株式会社、ジャパンシップマネージ 
メント株式会社 

 
 

以 上 


